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「多様性が能力に勝る定理」
（The Diversity Trumps Ability Theorem）：
政治への援用とその意義
坂　井　亮　太
１．はじめに
　近年の規範的政治理論では、デモクラシーに備わる予測の正確性や問題解決
力といった認識的機能に注目する認識的デモクラシー論（epistemic 
democracy）への関心が高まっている。デモクラシーがなぜ認識的機能を発
揮するのかを説明する際には、これまで多数決のメカニズムに注目した「コン
ドルセの陪審定理」（Ladha, 1992; List and Goodin, 2001; Goodin and 
Spiekermann, 2012）や数値の予測にかかわる「集計の奇跡」（Caplan, 2007; 
Converse, 1990, p. 383; Page and Shapiro, 1992）について言及されること
が多かった。今日では、認知的多様性のメカニズムをめぐる議論が盛んである
（Landemore, 2013; Page, 2007）。認知的多様性とは、観点、解釈、ヒュー
リスティック、予測モデルの多様性を指す（Page, 2007, p.7）。認知的多様性
についての議論を認識的デモクラシー論に援用する試みは、集合知論
（collective intelligence）を民主主義論へと応用する試みとして注目される
（Landemore, 2013; Page, 2007; Sunstein, 2006; Surowiecki, 2004）。
　本稿は、認知的多様性がもつ認識的機能の一端を説明する「多様性が能力に
勝る定理」（the Diversity Trumps Ability Theorem、以下DTA）を取り上
げ、そのメカニズムと意義について論じる。本稿の貢献は、DTAを政治領域
に援用する際に生じる課題と意義を指摘することにある。以下、第二節では、
DTAについて紹介し、その成立条件を検討する。第三節では、DTAの政治領
域への援用可能性について検討する。第四節では、DTAが民主主義論に対し
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てもつ意義を明らかにする。
２．多様性が能力に勝る定理
認知的多様性が有効性をもつ２つの課題区分
　認知的多様性が有効性を発揮する課題は、大きく二つに区分される。予測課
題（prediction）と問題解決課題（problem-solving）である1。予測課題は、
未来の世界の状態をめぐる推定、言明もしくは信念に関わる（Landemore 
and Page, 2015, p.6）。例えば、堤防の建設が周辺海域の水質に与える影響の
程度についての問いは予測課題にあたる。予測場面における認知的多様性の機
能は、「多様性予測定理」（diversity prediction theorem）によって説明さ
れる（Hong and Page, 2012, pp. 59―61; 西垣, 2013, pp.36―37）。それに
よれば、集団全員の予測値の平均と真の値とのずれ（集団誤差）は、個人の予
測値と真の値のずれの平均値（平均個人誤差）から各人の予測値のばらつき（分
散値）を引いたものになる。すなわち以下の関係が成り立つ。
集団誤差＝平均個人誤差―分散値
　この式の意味は、個人の能力が向上するか、あるいは集団の予測の多様性が
大きくなることにより、集合知が向上することを示している。
　一方、問題解決課題は、最善の解決策を発見したり、形成したりする場面に
関わる（Landemore and Page, 2015, p.6）。例えば、高潮被害を防ぐにはど
のような対策が必要かという問いは問題解決課題にあたる。本稿で取り上げる
DTAは、問題解決の場面で集合知が集合的解を向上させることを説明する理
1 認識的な向上という観点からは、熟議の目的を問題解決におく場合は、熟議を通
じコンセンサスの形成を目指すことが望ましく、逆に熟議の目的を予測におく場
合には、熟議の結果としての不合意（dissensus）を保存することが望ましいとさ
れる(Landemore and Page, 2015)。
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論である。以下では、問題解決の場面に射程を限定して議論する。
多様性が能力に勝る定理
　問題解決の場面において、認知的多様性がもたらす認識的利点が指摘されて
いる。それは、「多様性が能力に勝る定理」と呼ばれるメカニズムによって説
明される（Page, 2007, chap.6）。
多様性が能力に勝る定理（DTA）（Page, 2007, p.162）
　　　　　一定の条件の下で、
　　　　　ランダムに選ばれた参加者の集団Aは、
　　　　　個人で最高の参加者からなる集団Bより良い出来を示す2。
DTAは、能力に制約がある参加者でも、集団として多様性があれば、最高の能力
をもつ専門家集団を上回る認識的能力を発揮することを示す数理モデルである3。
　DTAの結果が生じる理由は、次のように説明できる。認知的多様性が大き
い場合には、参加者が持ちよる解決策の母数も大きくなる。このことは、利用
できる解の探索ツールが豊富になることを意味し、探索ツールの組み合わせ総
数も増えることで、最適な解を導く解法が生まれる蓋然性が高まる（Page, 
2014, p. 220）。
2 原文「problem solvers」を、本稿では「参加者」と言い換えた。
3 DTAの議論の端緒は、エージェント･ベース･シミュレーションにある。当初、エー
ジェントは「各主体がお互いから学ぶと同時に、新しい観点やヒューリスティッ
クも試すよう設計してあった」(Page, 2007, p.134)。しかし、「最高のソルバー
たちは似たような振る舞いをしがちで、そのため集団になっても個人のときとさ
ほど変わらない出来を示す」結果を得たことがDTAの端緒となったとされる
(Page, 2007, p.137)。これに対し、結果をもとに条件を後から導いたのではない
かとの批判がある（Quirk, 2014）。しかし、DTAの議論は仮説検証を目的とした
議論ではないことに加え、シミュレーションの実施には先行して条件を設定する
必要がある。そのため、コンピューターモデルはDTAを発見する端緒になったに
過ぎないといえる（Landemore, 2014, p.216）。
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DTAが成立する条件
　DTAが成立する条件は、以下である（Hong and Page, 2004, pp.16387
―88）4。
　　　第一条件　 参加者がもつ探索ルールはどれも単独では全体最適解を発見
できない
　　　第二条件　 参加者はみな探索を行うと同一もしくはより良い解を発見で
きる
　　　第三条件　 全体最適解以外の全ての解において、最低一人の参加者は解
を向上できる
　　　第四条件　 参加者候補の母集団および参加者の集団が大きく、多様な探
索ルールが利用できる 
（１）課題設定
　第一条件は、DTAの成立に決定的な重要性をもつ。第一条件によって、
DTAは、全体にとって最適な解を単独で発見できる「知者」の存在を否定し
ている。DTAは、プラトン流の哲人王が存在しない世界を予め設定する。こ
れは、全体最適解を発見するために必要となる設計変数（目的関数を最大化す
るために変化させるパラメーター）を全て備えた個人が存在しないことを意味
する。単一の観点で解ける単純な問題であれば、知者は存在する。しかし、政
策課題の影響と負担が社会の広範な参加者に分担されるような場合には、その
影響を全て知ることができる知者は単独では存在し得ない可能性がある
（Anderson, 2010, p.98）。DTAはこのような状況におけるデモクラシーの
認識的機能を説明する。
4 ペイジによる2007年のDTAの定式化(Page, 2007, pp.159-62）には不十分さが
あるため、本稿ではホンとペイジによる2004年のDTAのモデル記述を利用する
（Hong and Page 2004，pp.16387-88）。
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（２）能力要件
　第二条件は、能力要件を意味する。具体的には、参加者が自身の局所解を１
つ以上提示できることを意味する。能力要件は、コンドルセの陪審定理のよう
に集団の平均として50％より大きい正答率を要求するものではない。それより
はるかに負担が軽いものである。問題解決課題の参加者は、解を悪化させない
限りで自身が正しいと思う解決策を１つ以上提示できるだけでよい。このとき、
その解決策が探索開始地点と比べて解をどれ程改善するかは問われない。
（３）多様性条件
　第三条件は、漸進的に既存の解を改善できる提案が全体最適解に到達するま
で提出され続けることを意味する5。すなわち、ある参加者が探索した局所解の
地点から、次の参加者が新たに探索を開始し、さらに良い局所解があればそこ
へ移動するプロセスが駆動し続けることが仮定されている（Hong and Page, 
2001, pp.136―37）6。この条件により、参加者の協力による解の向上プロセスが
駆動する。このプロセスを駆動し続けるためには、参加者ごとに解へのアプロー
チが異なり多様であることが必要となる。ひとつのアプローチしかもたない集
団は、解の向上プロセスを駆動できない。
（４）集団サイズ
　第四条件は、母集団と参加者のサイズに関するものである。全体最適解の発
見に必要な数の解法を確保するためには、ある程度の大きさの参加者の母数が
必要となる。集団の多様性が大きければ、人数は少なくても良い。一方で、課
題が難しければ、多くの参加者を動員し、多くの観点やヒューリスティックを
収集して解決策を構築する必要がある7。
5 この条件は、緩和されることが多いとされる（Page, 2007, p.165）。
6 アンダーソンが提示したデューイ・モデルは、DTAの多様性条件による解の向上
機能を、長期にわたる民主的な社会制度において実現しようとする試みとして理
解できる(Anderson, 2006)。
7 ランデモアは、ここから「数が能力に勝る定理」を導出する(Landemore, 2013, 
p.104)。だが、これには複数の批判が寄せられている。(Landemore, 2014)を参照。
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３．DTAの政治への援用可能性
　DTAの成立は上記の４条件に加え、補助条件として以下の４条件を必要と
する。４つの補助条件とは、（１）多様性の存在、（２）コミュニケーションが
可能なこと（Hong and Page, 2001, p.124）、（３）目的の共有（Hong and 
Page, 2001, p.127）、（４）誠実に回答する動機づけの存在（Hong and Page, 
2001, p.124）である。これらの補助条件は、エージェント・ベース・シミュレー
ションと数理モデルによってDTAを導出した際には顕在化しない。しかし、
DTAを政治領域へと援用しようとする際には重要な問題となる。
（１）システマティックな認知の偏り
　DTAにとって、参加者の認知が多様であることは、理論の根幹をなす重要
な要請である。しかし、現実には集団の認知にはシステマティック･バイアス
や集団極化と呼ばれる体系的な偏りが存在すると指摘されてきた（Caplan, 
2007, 2012; Sunstein, 2002）。DTAを擁護するランデモアは、この点を指摘す
る批判者（Brennan, 2014; Kelly, 2014; Somin, 2014）に対し、時間の経過と
ともにそのようなバイアスが修正されると反論する（Landemore, 2014, p. 
191）。しかし、短期的にはこの反論は確証を欠いたものとなる。そのため、熟
議を通じた情報提供や見過ごされた観点の表出を通じ、観点の多様性を確保す
る努力が必要となる。
（２）コミュニケーションの成立可能性
　DTAの成立に必要となる条件に、コミュニケーションが円滑に行われるこ
とがある（Hong and Page, 2001, p.124）。現実にはコミュニケーションに関
する課題は数多く存在する。しかし、DTAにおいて注目すべきは、コミュニケー
ションが対面、同時期、同空間で行われる必要がない点である（Hong and 
Page, 2001, p.127）。長期にわたる社会全体での問題解決過程を考える場合に
は、DTAを有効な理論枠組として参照することが可能となるように思われる。
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（３）共通目的の必要性
　DTAでは、共通目的あるいは共通の価値関数の存在が前提とされる（Hong 
and Page, 2001, p.127）。すなわち、評価基準についてのコンセンサスの存在
が仮定されている（Landemore and Page, 2015, p.234）。ペイジとランデモ
アは、「提案された解の正しい順序を明らかにできる機械、人物、内的直感」
の存在を暗に仮定しており、提案を比較すれば最適な解が「神託」（oracle）
のごとく全員にとって自明になると想定している（Landemore and Page, 
2015, p.235）。しかし、この想定は、DTAを政治領域に援用できる射程を狭
めてしまう。政治における中心的課題は、追求する目的や評価基準の対立であ
る。DTAの議論において、目的の共有や正しさの共通基準の設定は可能なのか。
これらの問題には、ランデモアのDTA解釈に刺激を受けた批判者から懸念が
表明されてきた（Quirk, 2014, p.137; Saffon and Urbinati, 2013, pp.447―
448）。
　本稿は、この懸念はDTAには当たらないと考える。以下、その理由を記す。
第一に、DTAは、複数の目的を同時に実現する課題（多目的最適化の課題）
に対しても有効である。第二に、DTAを成立させるために予め必要な共通目
的は、複数の目的を同時に最もよく実現する解（合意可能性の高い解）を導出
するという外形的な合意で足りる。そのため、DTAが共通目的の設定という
補助条件に依存する程度は小さいと考えられる。
（４）私的利害と戦略的操作の不在
　DTAは、参加者による間主観的な全体最適解の探求に依拠したメカニズム
である。もし参加者が私的利害追求を目的に行動するならばDTAは成立しな
い。それゆえ、DTAは私的利害や自己の意図を実現するために虚偽の意見表
明を行う戦略的操作に対して脆弱である。
　ペイジは、目的と手段を区別することで利害対立の問題を解消しようと試み
る（Page, 2007, chap.11）。対立が手段に関する場合には、対立は解決方法
をめぐる多様なアプローチとなって解の向上に資するように解消され 
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る8。一方、対立が目的に関する場合には利害対立は解消されない。この場合、
戦略的操作の危険も生じる。政治的争点において利害対立は常である。そのた
め、政治的領域でのDTAの有効射程は小さくなる恐れがある。
　しかし、DTAでは私的利害に基づく提案や戦略的操作が、そのまま集合的
結論に反映されることはない。参加者の提案は、共通目的の達成に資するか（解
を向上させるか）を基準として精査される。この過程で、私的利害や戦略的操
作が排除されることが期待される。参加者の提案が熟議過程において検証され
るならば、戦略的操作の発覚を怖れて偽りの表明を抑制する仕組みが働くこと
も期待される（Elster, 1986; Goodin, 1986）9。
　以上のように、政治的場面におけるDTAの援用の妥当性は、熟議による教
育効果、長期的なコミュニケーション、複数の目的の追求、意見の精査といっ
た環境が整う場合には成立すると考えられる。
４．DTAの民主主義論に対する意義
　DTAが民主主義論に対してもつ意義は、（１）知者による支配を認識論にも
とづき退ける点、（２）認識論の立場から平等な民主的包摂を正当化する点、（３）
熟議の認識的メカニズムを説明する点にある。
（１）知者による支配の排除
　認識的に優れた知者による支配は、認識論からみて正当化されるだろうか。
DTAは、知者の支配が認識的根拠から否定されることを示す。
　DTAとは異なる論法で知者の支配を退ける主張にエストランドの議論があ
る。エストランドは、民主的手続よりも優れた知者の存在可能性を認めた上で
8 間主観的な相互検証の対象となる判断(judgment)と個人的な選好(preferences)
とを区別する議論については(Kornhauser and Sager, 1986)。
9 このような操作が行われたことに気づくことが出来るかに関しては、不可能とす
る立場（Riker, 1982）と可能とする立場（Mackie, 2003）が対立している。
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（Estlund, 2008, p.7）10、その人物を特定できない、また適理的に合意できる知
者の選定基準がないという理由から、政治的正統性が得られないとして知者の
支配を斥ける（Estlund, 2008, p.39）11。
　DTAは、知者の支配が多様な参加者による集合的決定に認識的に劣ること
を示すことで、知者による支配を退ける。DTAの意義は、認識論の範囲内で
デモクラシーによる決定の優位性を説明できる点にある。
（２）平等な参加の擁護
　DTAは、認識論の立場から平等な民主的参加を正当化する。これは、従来の手
続主義が行ってきた参加の道徳的な正当化とは異なる。民主的決定過程への平
等な参加は、DTAを構成する条件１（問題が一人では解けないこと）、条件２（緩
やかな能力要件）、条件４（ある程度大きな集団のサイズ）により保証される。加え
て、ランデモアは世界に存在する全ての観点を利用する「最も安価な方法」は全員
を参加させることだとして、条件３（多様性条件）についても平等な参加を擁護す
る条件であると主張する（Landemore, 2014, p.188）。このようにDTAは、民主的
決定過程への市民の平等な参加を擁護する理論枠組として有益である。
（３）熟議との親和性
　DTAは、熟議がもつ認識的機能を説明する理論枠組として言及されてきた12。
ランデモアは、熟議の認識的側面として、情報共有、良い意見の析出と悪い意見
10  エストランドは、多数派が誤る可能性も認めている（Estlund, 2008, p. 168）。し
かし、民主的手続が導く解の正しさの蓋然性が高いことから、民主的決定を正当
化する議論を行う。
11  これまで、専門家を定義もしくは特定する試みが複数なされてきた（Goldman, 
2001; Turner, 2003; 河野, 2009; 岡山, 2012）。しかし、何をもって専門性とす
るかの共通了解を形成することには困難が伴い続ける(Estlund, 2008)。
12  熟議民主主義の正当化根拠として、認識的説明を採用する議論が複数提示されて
きた(Martí, 2006, p.27)。だが、認識的デモクラシー論を熟議民主主義論の一
分野(Saffon and Urbinati, 2013, p.445) とみなす必要はない 。例えば、多
数決を用いる陪審定理も、認識的デモクラシー論によって頻繁に援用される。
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の排除、最善もしくは最も道理に適ったコンセンサスの実現を挙げる（Landemore, 
2012, p.257）。これらの点で、DTAと熟議の構造には類似性がみられる。
　DTAが熟議に与える示唆として注目されるのは、包摂的な参加が熟議の認
識的向上をもたらす可能性である（Landemore, 2013, p.104）13。DTAは、認
識的な解の向上を根拠として参加者包摂的な熟議を正当化できる理論枠組とし
ての意義を有する。
５．結論
　本稿は、近年提唱された集合知論の一種である「多様性が能力に勝る定理
（DTA）」についての理論的検討を通じて、そのメカニズム、政治領域におけ
る援用可能性、民主主義論に対する意義について明らかにした。
　本稿では、DTAが４つの明示的な条件と４つの補助条件に立脚した議論で
あることを示した。特に、本稿では従来議論が不足してきた４つの補助条件が、
実際の政治的場面において成立するのか検討した。その結果、政治領域におけ
るDTAの援用の妥当性は、熟議による教育効果、長期的なコミュニケーション、
複数の目的の追求、意見の精査といった環境が整う場合に成立しうると指摘で
きた。加えて、民主主義論にとってのDTAの意義として、本稿は知者による
支配の排除、平等な参加の擁護、熟議との親和性を指摘した。
　認知的多様性がもたらす利益は、集合知論、認識的デモクラシー論、熟議民
主主義論に共通して言及されている。本稿で試みたDTAについての検討をさ
らに進めることを通じ、これら３つの研究分野を貫くメカニズムについての理
解を深めていくことが出来るだろう。
謝辞：本稿は日本政治学会2015年度研究大会（2015年10月11日、於 千葉大学）
13  ただし、これには批判もある。参加者が一人加わるときのDTAの認知的な限界収
益は状況依存的である（Hong and Page, 2001, p.127）。さらに、多様性を増や
すために人数を増やせば、熟議が困難になってしまう可能性もある（Quirk, 
2014, p.138）。
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での報告原稿が元となっている。
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